予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費　　　
	事業名　障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置費補助金（国補）
　　　　社会福祉法人利用者負担軽減措置費事業費（国補）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者係　電話番号：058-272-1111（内2598）

E-mail： c11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　   4,394千円（前年度予算額：5,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,500
	3,666
	
	
	
	
	
	
	1,834

	要求額
	4,394
	2,929
	
	
	
	
	
	
	1,465

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）事業内容
	(1) 障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置費補助金

　　低所得世帯であって、障がい者ホ－ムヘルプサ－ビスを利用した者への利用者負担軽減事業

	
	対象者
	障害者自立支援法によるホ－ムヘルプサ－ビスの利用において、境界層該当として定率負担額が０円となっている者であって、H18年４月１日以降に次のいずれかに該当することとなった者

(ｱ)65歳到達以前１年間に障がい者施策によるホ－ムヘルプサ－ビスの利用実績のある者
(ｲ)特定疾病により要支援・要介護状態となった40歳～64歳の者

	
	軽減内容
	通常の１割負担を、0％（全額免除）とする

	(2) 社会福祉法人利用者負担軽減措置費補助金

	
	社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サ－ビス費用の利用者負担額軽減に対する補助

	
	対象者
	市町村民税世帯非課税であって、以下の要件の全てを満たす者のうち、その者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘定し、生計が困難な者として市町村が認めた者及び生活保護受給者
(ｱ)年間収入が単身世帯で150万円、世帯員が1人増えるごとに50万円加算した額以下

(ｲ)預貯金が350万円以下、世帯員が1人増えるごとに100万円加算した額以下
(ｳ)活用できる資産を所有していないこと
(ｴ)負担能力のある親族等に扶養されていないこと
(ｵ)介護保険料を滞納していないこと

	
	軽減内容
	社会福祉法人等が、持ち出しにより低所得者等の軽減措置を行った場合（利用者負担額（自己負担１割分＋居住費＋食費）の最大１／２）、持ち出し費用の一部を市町村が負担し、国・県は当該市町村に対して助成を行う。（平成23年度から、生活保護受給者が個室を利用した場合の居住費の軽減についても助成対象）

	
	離島等の特別地域において訪問系サ－ビスを利用する場合、他地域と比べて利用者負担が増加する（介護保険料よる特別加算）ため、その軽減を図る

	
	対象者
	住民税本人非課税（生活保護受給者除く）

	
	軽減内容
	利用者負担を１割減（10％を９％に減）


（２）県負担・補助率の考え方
　　　県補助率　３／４　（県補助率は国交付要綱により明記。）
　　　　※　結果的に、国１／２、県１／４、市町村1／４の負担割合となる。　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	4,394
	軽減事業を実施する市町村等に対する補助金

	合計
	4,394
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	利用料の支払いがが著しく重荷にならないよう低所得者に対して負担軽減を行うもの


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	低所得者向けの負担軽減制度であり、数値目標設定になじまない。



（前年度の取組）

	[平成26年度実績]

障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置費補助金
　該当なし
社会福祉法人利用者負担軽減措置費補助金
　１６保険者　２，０１３千円（県補助金額）




（前年度の成果）

	低所得者の方の利用料負担軽減が図られた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	市町村が行った低所得者の利用料軽減措置に対する補助であり、国と県が一定割合を補助する制度である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	低所得者の方の負担軽減に資することができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	市町村を通じて未実施の社会福祉法人に対し実施を促している。


（今後の課題）

	介護保険サービスを利用する高齢者は増加することが予想され、低所得者には利用料の負担が重荷になることが予想される。



（次年度の方向性）
	低所得者への支援対策として引き続き継続することが必要



